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【代理人】
（【識別番号】）
【弁理士】
【氏名又は名称（日本語）】
【氏名又は名称（英語）】
【あて名（日本語）】
【あて名（英語）】
【郵便番号】
【国名】

【手数料の表示】
（【予納台帳番号】）
【手数料の種類】
【納付金額】

【提出物件の目録】
【物件名】

様 式 第 二 十 九 を 次 の よ う に 改 め る 。

様式第29（第31条の２関係）
【書類名】 手数料補正書
【あて先】 特許庁長官 殿
【国際出願の表示】
【国際出願番号】

【出願人】
（【識別番号】）
【氏名又は名称（日本語）】
【氏名又は名称（英語）】
【あて名（日本語）】
【あて名（英語）】
【郵便番号】
【国名】
【国籍】
【住所】

【代理人】
（【識別番号】）
【弁理士】
【氏名又は名称（日本語）】
【氏名又は名称（英語）】
【あて名（日本語）】
【あて名（英語）】
【郵便番号】
【国名】

【命令の日付】
【手数料補正】
【補正対象書類名】
（【予納台帳番号】）
【手数料の種類】
【納付金額】

【提出物件の目録】
【物件名】

〔備考〕
１ 国際予備審査の請求をする者が納付するときは、「【書類名】」を「手数料納付書（国際予備審査
に関する手数料の納付）」とする。
２ 「【手数料の表示】」の欄の「【手数料の種類】」には「送付手数料」、「国際出願手数料」、「調査手数
料」、「予備審査手数料」、「取扱手数料」のように納付する手数料の種類を記載し、納付する手数料
の種類が２以上あるときは、次のように「【手数料の種類】」及び「【納付金額】」の欄を繰り返し設け
て記載する。
【手数料の種類】
【納付金額】
【手数料の種類】
【納付金額】

３ その他は、様式第１の備考１から５まで、20及び21、様式第３の備考１から11まで、13及び15
から20まで並びに様式第18の備考１と同様とする。

様 式 第 二 十 七 の 二 中「PAYMENT OF FEES」 を「PAYMENT OF FEES FOR INTERNA‑

TIONAL APPLICATION」 に 改 め 、 同 様 式 中

「３ Agent
Name :
Address :

Signature

    

(㊞)
」

を

「３ Agent
Name :
Address :

４ Kind of Fee and Amount
５ List of Attached Documents

Signature

    

(㊞)

」

に 改 め 、 同 様 式 の 備 考 １ 中「国際出願をする者が納付する

ときは表題を「PAYMENT OF FEES FOR INTERNATIONAL APPLICATION」とし、」 を 削

り 、「ときは」 の 下 に「表題」 を 加 え 、 同 様 式 の 備 考 ２ 中「様式第18の備考１」 を「様式第18の２の
備考１」 に 改 め 、 同 備 考 に 後 段 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

この場合において、様式第18の２の備考１中「Amount of the Additional Fee」とあるのは、
「Kind of Fee and Amount」と読み替えるものとする。

様 式 第 二 十 七 の 二 の 備 考 ２ を 同 様 式 の 備 考 ３ と し 、 同 様 式 の 備 考 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

２ 「Kind of Fee and Amount」の欄には「Transmittal Fee」、「International Filing Fee」、
「Search Fee」、「Preliminary Examination Fee」、「Handling Fee」のように納付する手数料の種
類を記載し、その横に納付する手数料の額を記載する。

〔備考〕
１ 令第１条第２項の規定による命令に基づく手続の補正（法第18条第２項（同項の表３の項に掲
げる部分に限る。）の規定により納付すべき手数料の納付の補正に限る。）をするときは、「【書類
名】」を「手続補正書（国際予備審査請求書に係る補正）」とする。
２ 「【手数料補正】」の欄については、納付すべき不足手数料の額の特許印紙をはるときは、その下
に特許印紙の額を括弧をして記載し、「【補正対象書類名】」には「願書」、「国際予備審査請求書」の
ように補正する書類名を記載し、「【手数料の種類】」には「送付手数料」、「国際出願手数料」、「調査
手数料」、「予備審査手数料」、「取扱手数料」のように納付する手数料の種類を記載し、「【納付金額】」
には納付すべき不足手数料の額を記載し、「（【予納台帳番号】）」の欄は設けるには及ばない。特例
法施行規則第40条第２項の規定により見込額からの納付の申出を行うときは、「【補正対象書類
名】」には「願書」、「国際予備審査請求書」のように補正する書類名を記載し、「【予納台帳番号】」に
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